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議案第  号 小城市営住宅条例新旧対照表 

現行 改正後（案） 

(入居者の資格) (入居者の資格) 

第6条 (略) 第6条 (略) 

2～3 (略) 2～3 (略)  

 4 市長は、入居の申し込みをした者が第2項ただし書に規定する者に該

当するかどうかを判断しようとする場合において必要があると認める

ときは、他の市町村に意見を求めることができる。 

 5 第1項第2号アに規定する「入居者の心身の状況又は世帯構成、区域内

の住宅事情その他の事情を勘案し、特に居住の安定を図る必要がある場

合」とは、次の各号のいずれかに該当する場合をいう。 

  (1) 入居者又は同居者に第2項第2号から第7号までのいずれかに該当

する者がある場合 

 (2) 入居者が60歳以上の者であり、かつ、同居者のいずれもが60歳以

上又は18歳未満の者である場合 

 (3) 同居者に小学校就学の始期に達するまでの者がある場合 

(同居の承認) (同居の承認) 

第12条 市営住宅の入居者(以下「入居者」という。)は、当該市営住宅へ

の入居の際に同居した親族以外の者を同居させようとするときは、公

営住宅法施行規則第11条で定めるところにより、市長の承認を得なけ

ればならない。 

第12条 市営住宅の入居者(以下「入居者」という。)は、当該市営住宅へ

の入居の際に同居した親族以外の者を同居させようとするときは、  

                      、市長の承認を得なけ

ればならない。 
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2 市長は、入居者が同居させようとする者が暴力団員であるときは、前

項の承認をしてはならない。 

2 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、前項の規定による承

認をしてはならない。ただし、入居者が病気にかかっていることその

他特別の事情により当該入居者が入居の際に同居した親族以外の者を

同居させることが必要であると認めるときは、この限りでない。 

 (1) 当該承認による同居の後における当該入居者に係る収入が第6条

第1項第2号アからウまでに掲げる場合に応じ、それぞれアからウま

でに定める金額を超える場合 

 (2) 当該入居者が法第32条第1項第1号から第5号までのいずれかに該

当する場合 

 3 前項の場合のほか、市長は、市営住宅の入居者が同居させようとする

者が暴力団員であるときは、第1項の規定による承認をしてはならない。 

 


